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1．はじめに

本稿では、2013年4月に施行された高年齢者雇用安定法の改正にともなう、

企業等における改正後の継続雇用制度運用に見られる変化について考察を行う

ことを目的にしている。

2006年4月に施行された高年齢者雇用安定法の改正では、企業等は高年齢

者の雇用確保のための措置として、「定年年齢の引き上げ」「継続雇用制度の導

入（労使協定により基準を定めた場合、希望者全員を対象としないことも出来

る）」「定年の定めの廃止」のいずれか1つを選択することになっていた。2013

年4月の改正までは、それまで労使協定によって継続雇用制度対象者の選抜を

認めていたのであるが、改正後は継続雇用制度へ応募した従業員へは原則とし

て希望者全員を対象としなければならない努力義務へと変わったことが大きな

特徴である1。制度移行の主な理由としては、特別支給の老齢厚生年金に当た

る「報酬比例部分」が、その支給される開始年齢の引き上げが生じることに伴っ

て、年金支給開始年齢まで働き続ける環境整備を整えることが目的であった（堀

江、2013）。これは、厚生年金の受給開始年齢が段階的に65歳へ引き上げられ

ること」に伴い、60歳を迎えた対象に年金受給開始まで無収入期間を発生さ

せないための対抗措置とする意味合いが含まれている。ただし企業等は、「全

ての従業員の定年退職年齢を65歳に引き上げる」、または「定年制度自体を廃

止する」行動を起こさなかったため、むしろ継続雇用制度を導入する企業等の
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対応ケースが顕著となったのである（産業構造審議会、2018）。定年退職年齢

を引き上げることや、定年制度自体を廃止する動きが活発ではない理由の一つ

として、日本的な雇用に見られる年功賃金や終身雇用などが少なからず関係し

たと見られている（金子、2013）。

継続雇用制度のなかでも、従業員を退職扱いにした後に会社（事業所）に再

度雇い入れる再雇用制度の場合になると、嘱託やパートアルバイトなどの雇用

形態を変更する事が可能となる。ここで高年齢者が働き続ける場面に、労務管

理サイドから処遇等の変更が加わることになる。変更とは、支給される賃金の

減少と仕事の内容や責任の程度が変更されることを示している。高年齢者雇用

の形態で最も多く見られる継続雇用制度も、その運用を経ていく過程で働く者

のモチベーションの低下が指摘されるようになった（笠井、2012）。これは、

働く者や同じ職場の士気へ影響を与えかねないことや、企業等の労働生産性低

下に結びつく可能性を孕んでいる。

このような状況を打開するために、企業等の特に労務管理側の働きかけは何

をしてきたのか、また何が欠けているのかについて調査研究が進められてきた

（田原、2016）。本稿では、近年の「高年齢者の雇用状況」について集計結果

をもとに、その特徴と変化について分かることを記していく。そして、先行研

究は何に注目して課題を指摘しているのか、二つの研究事例に注目して再考を

試みていく。そして、「高年齢者の雇用状況」の再分析と研究事例の考察を通

して、高年齢者のキャリア形成（労務管理）に関わる今後の課題を示していき

たい。

2．高年齢者の雇用状況

厚生労働省では、高年齢者の雇用状況について毎年6月1日現在の集計結果

を、従業員31人以上の企業から報告を受けまとめている。年度により回答企

業数が異なるが、2013年の集計結果と2018年の集計結果をもとに、その5年
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間の差異について考えてみたい2。「3．先行研究」について考察する前に、「2．

高年齢者の雇用状況」について俯瞰しておくことが、共通了解事項を知る基礎

作業にあたるためである。また、2013年の集計結果を用いた理由とは、2013

年に改正された高年齢者雇用安定法の施行後として、初めて公表された結果で

あったからでもある。なお、ここで扱う2013年と2018年の差異を考える際の

数値（及び説明文）は、断りのない限り厚生労働省 Press Release「高年齢者

の雇用状況」集計結果を見ているものとする。2013年と2018年では、企業か

らの回答数が前者では143，070社で後者では156，989社であった。比較するに

あたり、原則としてこれら母数のままで考えていくが、年度間の「実数」の対

比を試みるのではなく「割合（つまり、当該事象の占有率）」間での対比を行っ

ていく。

表1は、「雇用確保措置企業における措置内容の内訳」を示しており、割合

をみると「継続雇用制度の導入」を行った企業が高い値を示していることが分

実数
定年制の廃止 定年の引き上げ 継続雇用制度の導入

2013年 2018年 2013年 2018年 2013年 2018年

31～300人 3677 4032 20111 26755 94100 109462
301人以上 59 81 961 1604 13159 14673

割合
定年制の廃止 定年の引き上げ 継続雇用制度の導入

2013年 2018年 2013年 2018年 2013年 2018年

31～300人 3．12％ 2．87％ 17．06％ 19．08％ 79．82％ 78．05％
301人以上 0．42％ 0．49％ 6．78％ 9．81％ 92．80％ 89．70％

表1 雇用確保措置企業における措置内容の内訳（単位：企業数）

（注A）厚生労働省 Press Release「高年齢者の雇用状況」集計結果（2013年と2018年）
を参照している。集計結果は、雇用状況を報告した従業員31人以上の企業（2013
年が約14．3万社、2018年が約15．7万社）の状況をまとめたものである。表2
から表6まで同様であるが、表6のみ2012年の企業（14．0万社）集計を用い
ている。

（注B）「定年の引き上げ」とは、65歳以上の定年を定めている企業を計上している。「継
続雇用制度の導入」とは、定年年齢は65歳未満だが雇用継続制度の年齢を65
歳以上としている企業数を計上している。
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かる。実数ベースでは2013年から2018年にかけ（以降、「この5年間」と表記

する）「継続雇用制度の導入」企業数は増加しているものの、雇用延長制度の

中に占める割合は大きく変わってはいない。企業側の考えとして、積極的に雇

用制度の変化を好まない傾向があることが読み取れる。

各年度の母数に占める措置内容の差異を見た場合に、「継続雇用制度の導入」

を実施した企業割合は、企業規模（つまり、従業員数）別ともに下がっている。

また、「定年の引き上げ」を実施した企業割合は、企業規模別ともに上がって

いる。これは、継続雇用制度が実質的に65歳まで働くことができる仕組みに

なったことで、定年を65歳まで変更した企業が増加した結果の表れであると

思われる。

表2は、「希望者全員が65歳以上まで働ける企業の状況」を示しており、割

合をみると「希望者全員65歳以上の継続雇用制度」を導入した企業が高い値

を示していることが分かる。「この5年間」で継続雇用を希望する者が増加し

ていることは、働く者にとって長く雇用されたいという希望が、潜在的に多く

の者に内在していた可能性がある。

実数
定年制の廃止 65歳以上定年 希望者全員65歳以上の

継続雇用制度
2013年 2018年 2013年 2018年 2013年 2018年

31～300人 3677 4032 20111 26755 64040 80512
301人以上 59 81 961 1604 6233 7612

割合
定年制の廃止 65歳以上定年 希望者全員65歳以上の

継続雇用制度
2013年 2018年 2013年 2018年 2013年 2018年

31～300人 4．19％ 3．62％ 22．90％ 24．04％ 72．91％ 72．34％
301人以上 0．81％ 0．87％ 13．25％ 17．25％ 85．94％ 81．88％

表2 希望者全員が65歳以上まで働ける企業の状況（単位：企業数）

（注A）表1と表2の違い（継続雇用制度）は、表1が継続雇用制度を導入している
という企業数を計上しており、表2は継続雇用希望者が実際に全員働いてい
る企業数を計上している。
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各年度の母数に占める措置内容の差異を見た場合に、「継続雇用制度の導入」

を実施した企業割合は、企業規模（つまり、従業員数）別ともに下がっている。

また、「定年の引き上げ」を実施した企業割合は、企業規模別ともに上がって

いる。「この5年間」で企業側が高年齢者の雇用に対して、選抜して働く者を

残すという考えから、残ったものをより活かす方策に転換している可能性があ

る。なお表1と表2の違いとして、後者は希望者全員が継続雇用として契約稼

働していることを示しており、継続雇用契約を希望してもそれが通らなかった

者が様々な理由でいたことや、65歳まで働くことを希望しなかった者がいた

ことを意味している。詳しい内訳の値は、表3と表4に示した。

表3は、「60歳定年企業における定年到達者の状況」を示しており、割合を

実数
継続雇用者数

定年退職者数
（継続雇用を希望しな
い者）

定年退職者数
（継続雇用を希望した
が継続雇用されなかっ
た者）

2013年 2018年 2013年 2018年 2013年 2018年
60歳定年企
業等で定年
到達者がい
る企業等

280482 285866 81842 52168 4431 557

うち女性 91541 94562 21421 14935 1087 148

割合
継続雇用者数

定年退職者数
（継続雇用を希望しな
い者）

定年退職者数
（継続雇用を希望した
が継続雇用されなかっ
た者）

2013年 2018年 2013年 2018年 2013年 2018年
60歳定年企
業等で定年
到達者がい
る企業等

76．47％ 84．43％ 22．32％ 15．41％ 1．21％ 0．16％

うち女性 80．27％ 86．25％ 18．78％ 13．62％ 0．95％ 0．13％

表3 60歳定年企業における定年到達者の状況（単位：人）

（注A）「うち女性の割合」は、原資料の明記内容を忠実に再現している。ただし、本
稿ではジェンダー等の考察は行わない。表4も同様である。
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みると「定年退職者数（継続雇用を希望しない者）」が、「この5年間」で減少

していることが分かる。継続雇用制度を希望せず、定年退職する者とは自主的

に60歳で退職していることを意味する。つまり、60歳で退職することは本意

ではなく、65歳まで働きたいという意思の表れが資料から汲み取れる。

「継続雇用者数」は増加しており定年退職者数（継続雇用を希望したが継続

雇用されなかった者）の割合が減少していることから、継続雇用を希望する者

が増え、雇用契約を結ばれる率も高まっていると言える。これは、いままで60

歳で退職を余儀なくされていた者が、少しでも長く働くことを選択していると

いう可能性がある。いずれにしても、65歳まで何らかの企業側が提示する制

度を活用して、長く働きたい者が多い傾向にあると言える。

表4は、「経過措置適用企業における基準適用年齢到達者の状況」を示して

割合

継続雇用者数（基準に
該当し引き続き継続雇
用された者）

継続雇用修了者数
（継続雇用を希望しな
かった者）

継続雇用修了者数
（基準に該当しない
者）

2013年 2018年 2013年 2018年 2013年 2018年
経過措置適
用企業で基
準適用年齢
到達者がい
る企業

89．25％ 91．91％ 9．55％ 6．51％ 1．20％ 1．58％

うち女性 91．16％ 93．19％ 8．04％ 5．62％ 0．80％ 1．19％

実数

継続雇用者数（基準に
該当し引き続き継続雇
用された者）

継続雇用修了者数
（継続雇用を希望しな
かった者）

継続雇用修了者数
（基準に該当しない
者）

2013年 2018年 2013年 2018年 2013年 2018年
経過措置適
用企業で基
準適用年齢
到達者がい
る企業

57478 72616 6153 5143 774 1245

うち女性 15308 19279 1350 1162 134 247

表4 経過措置適用企業における基準適用年齢到達者の状況（単位：人）

継続雇用についての考察
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おり、割合をみると「継続雇用修了者数（継続雇用を希望しなかった者）が、

「この5年間」で減少していることが分かる。「継続雇用者数（基準に該当し

引き続き継続雇用された者）」は増加しており、「継続雇用修了者数（基準に該

当しない者）」の割合がほぼ変わらないことから、経過措置適用企業において

も継続雇用を希望する者が増え、雇用契約を結ばれる率も高まっていると言え

る。いったん60歳で退職し、その後65歳まで毎年契約更新をする場合でも、

実質的に雇用は続けられることを示唆しており、企業側の努力の形跡が「この

5年間」で徐々に表れている。

表5は、「継続雇用制度の内訳」を示しており、割合をみると「希望者全員

65歳以上の継続雇用制度」を導入している企業が、「この5年間」で増加して

いることが分かる。改正法が施行されて以来の増加であり、法律が変わったこ

とによる増加現象であることが汲み取れる。

「基準該当者65歳以上の継続雇用制度（経過措置適用企業）」を導入してい

る企業は減少している。これは、制度上経年で見られる現象である。

実数
希望者全員65歳以上の継続雇用
制度

基準該当者65歳以上の継続雇用
制度（経過措置適用企業）

2013年 2018年 2013年 2018年

31～300人 64040 80512 30060 28950
301人以上 6233 7612 6926 7061

割合
希望者全員65歳以上の継続雇用
制度

基準該当者65歳以上の継続雇用
制度（経過措置適用企業）

2013年 2018年 2013年 2018年

31～300人 68．05％ 73．55％ 31．95％ 26．45％
301人以上 43．37％ 51．88％ 52．63％ 48．12％

表5 継続雇用制度の内訳（単位：人）

（注A）継続雇用先の内訳は、自社のみ（つまり、自社以外の継続雇用先が無い企業）
が2013年と2018年ともに、31～300人の企業等が約95％であり、301人以上の
企業等が約84％であった。
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また「基準該当者65歳以上の継続雇用制度（経過措置適用企業）」を導入し

ている企業の割合は、301人以上の大企業では30～300人の中小企業に比べて

高くなっている。逆に「希望者全員65歳以上の継続雇用制度」を導入してい

る企業の割合は、30～300人の中小企業の方が301人以上の大企業に比べ高く

なっている3。これは、中小企業の人手不足である要因や、大企業の人件費高

騰である要因など、企業規模ごとに見られる特質を反映しているものと思われ

る。

表1から表5より分かることを、2013年から2018年の5年間に見られる差

異（特徴）として整理する（①②③）。

① 定年到達者の希望については、「継続雇用を希望しない者」の数や「継続

雇用を希望したが継続雇用されなかった者」の数が減少して、「継続雇用

者数」の割合も実数も増加している。

② 処遇として「希望者全員65歳以上の継続雇用制度」の対象となった者や、

「65歳以上定年」となった者の実人数は増えている。

③ 継続雇用制度の導入企業は、301人以上の大企業に比べ31～300人の中小

企業において実数レベルで増加している。

つまり、自ら働くことを断念して企業を去ることより、そのまま働き続ける

選択をした高年齢者が2013年から2018年にかけて増えている。そして、働く

ことを選択する高年齢者は、中小企業の方が多いということである。この点を

見据えながら、次の先行研究に取り上げる2つの論考について考察を試みてい

く。
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3．先行研究

本稿では、2013年から2018年にかけての高年齢者雇用について、雇用者数

等の変化や特徴を知ることに目を向けている。そこで2013年前後と2018年前

後で、先行研究が高年齢者雇用の何に注目をしているのか、二つの論考を通し

て若干の考察を試みていく。なお、二つの論考とは共に労働政策研究・研修機

構から発表されているものであり、各研究者は高齢・障害・求職者雇用支援機

構のへの発表等もあるため、共通機関の査読を経ていることから参照資料とし

て用いることにした。

2013年の高年齢者雇用安定法の改正前後の先行研究である高木（2014）「自

己選別」「すりかえ合意」に関する論考と、比較的2018年に近い先行研究であ

る鹿生・大木・藤波（2016）「人事部門の支援課題」に関する論考をここでは

取り扱う。ともに高年齢者の雇用について、雇用を「妨げていること」や「促

進していること」など、高年齢者の雇用展望などを労務管理の視点を通して論

じている。まず、2013年を境目に改正法では継続雇用の希望者は原則全員受

け入れることになり、その結果として継続雇用者の実数や割合が増加したか、

または増加しなかったのか等について、高木（2014）の研究を通して働く者

の動向について分かることを「2013年前後の状況」から考えてみる（表6）。

3－1．2013年前後の状況

2012年「高年齢者の雇用状況」集計結果では、希望者全員65歳以上の継続

雇用者制度を運用していた企業割合は、31～300人の中小企業では45．68％と

過半数を下回っており、301人以上の大企業では21．54％とさらに少ない状況

であった。高木（2008）は、高年齢者の雇用延長に見られる働く者の意思決

定プロセスに、「自己選別」「すりかえ合意」があることを指摘している。それ

は、雇用継続をする余裕が企業側にない場合に、働く者がその様子を察知して

自ら継続雇用に応募しないのだと説明している4。特に大企業において、希望
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者全員65歳以上の継続雇用制度を運用している企業割合が低調である理由と

して、高年齢者の処遇や労務管理が中小企業と比べ難しいことを指摘している

（高木、2014）。

ところが、2013年「高年齢者の雇用状況」集計結果を見ると、希望者全員

65歳以上の継続雇用者制度を運用していた企業割合は、31～300人の中小企業

では68．05％と前年度を大幅に上回る結果となり、301人以上の大企業では

43．37％とやはり前年度を大幅に上回る結果となっている。この変化の理由と

して、2013年の高年齢者雇用安定法の改正が関係する蓋然性が高いとしても、

ここまで劇的に割合が上昇した背後には、継続雇用制度を法改正前に企業は積

極運用してこなかった説明にもなる（久米、2019）。しかし、高木（2014）は

必ずしもこの状況を肯定的に見ておらず、例えば高年齢者を関連会社で継続雇

用した後に元の職場に派遣する、処遇調整のための労務管理が横行するという

危険性があると指摘している。それでは、2013年から2018年にかけて企業で

実数
希望者全員65歳以上の継続雇用
制度

基準該当者65歳以上の継続雇用
制度（基準有、2013年は経過措
置適用企業）

2012年 2013年 2012年 2013年

31～300人 45274 64040 53833 30060
301人以上 2931 6233 10675 6926

割合
希望者全員65歳以上の継続雇用
制度

基準該当者65歳以上の継続雇用
制度（基準有、2013年は経過措
置適用企業）

2012年 2013年 2012年 2013年

31～300人 45．68％ 68．05％ 54．32％ 31．95％
301人以上 21．54％ 43．37％ 78．46％ 52．63％

表6 継続雇用制度の内訳（単位：企業数）

（注A）2013年に、高年齢者雇用安定法の改正がなされたため、基準該当者65歳以上
の継続雇用制度が、2012年の「基準有」から2013年の「経過措置適用企業」
へ置き換わっている。
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は高年齢者の雇用について、積極的に取り組んできたのか消極的にならざるを

得なかったのか、鹿生・大木・藤波（2016）「人事部門の支援課題」を用いて、

「5年間の変化と特徴」について続けて考えていく。

3－2．5年間の変化と特徴

2012年から2013年にかけて、希望者全員65歳以上の継続雇用制度の運用割

合が飛躍的に高まることになったが、2013年から2018年にかけても運用割合

は上昇し続けていた。その期間中に企業の労務管理側は、いったいどのような

取り組みをしたのであろうか。また、その取り組みに残された課題とは何であっ

たのだろうか、鹿生・大木・藤波（2016）「人事部門の支援課題」を通しなが

ら「5年間の変化と特徴」を整理する。

高齢・障害・求職者支援機構に設置された、「70歳雇用時代における一貫し

た人事管理の在り方研究委員会」が、2013年高年齢者雇用安定法の改正後の

10月1日から10月28日の間に、企業規模の大きい順から2万社（回収数は4203

社）へのアンケート調査を実施している5。結論から先取りするなら、この調

査結果では、高年齢者の雇用延長を推進する人事部門が「すりあわせのキャリ

ア管理を志向している」ことが指摘されている。つまり、人事部門が大きく高

年齢者のキャリア形成に関与すると、働く者のキャリアの自己選択が退職勧奨

に受け取られる可能性があるものの、現場の管理職が人事部門と連携すること

で「すりあわせのキャリア管理」へと転換（つまり、改善）されていくという

説明である。ここで注目すべきことは、人事部門だけでも現場の管理職だけで

も高年齢者のキャリア支援は上手く行かず、両者の連携が必要不可欠であるこ

とを見出した点にある。労務管理の内容としては、高年齢者の活用をすすめる

「能力の再編」「役割設定」にあり、特に高年齢者の上司にあたる管理職への

支援を充実させることが、高年齢者自身のモチベーション維持と労働生産性向

上へ波及すると見られている。しかし、上司にあたる管理職への支援策とは何

であるかまでは、今のところ管見の知る限りでは具体策が見いだせていない。

九州国際大学 教養研究 第26巻 第2号（2019・12）

－59－



そこで筆者は、ポジティブ・メンタルヘルスという（「キャリア支援」の）概

念を用いて、今後の高年齢者の雇用について若干の考察を加えて行くことにす

る6。

3－3．キャリア支援

ここまでは、高年齢者の雇用管理に関わる支援策によって、仕事へのモチベー

ションを高める可能性があることを確認してきた。ところで、宮城（2016）

はキャリア支援を通して仕事へのモチベーションを高めるためには、「ポジティ

ブ・メンタルヘルス」に注目した支援の在り方に意味があることを指摘してい

る。メンタルヘルスという予防的な概念ではなく、弱みから強みの支援へのパ

ラダイム転換を提唱している。宮城（2016）は、この概念を通してキャリア

の充実感を6つの要因に分類したが、それらを鹿生・大木・藤波（2016）「人

事部門の支援課題」に関わる役割（人事部門・上司・第三者専門家など）に分

け、その対応関係について筆者がまとめてみた（表7）。対応関係にする意味

とは、キャリア支援の方向性は個人への対応だけではなく、組織への介入へと

幅広い取り組み方へと変わってきたからである（島津、2014）。

少なくとも表7の対応関係から、「上司」の役割が高年齢者の雇用に際して

重要であることが推察される。高年齢者の働く者にとって、上司にあたる者は

年齢的に下にあたることが想定され、かつ元部下であった可能性も当てはまる

であろう。第三者としてメンターなどの専門職を導入してみることも、高年齢

者の働く者への支援拡充も労務管理の在り方として考えられる。しかし、「経

営者」「働く者（ここでは、高年齢者）」「職場の同僚」をつなぐ者は管理職で

ある上司であることが、宮城（2016）の6要因を見る範囲で筆者は関連性が

あると考えている。
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キャリア充実感の6要因 関係者 役割

①
仕事の中で自分が（自己
の能力が）活かされてい
る

Ａ，上司
Ｂ，働く者

Ａ，職場での活躍の場の提供
Ｂ，自律的な能力開発・職務の棚卸

②
仕事を通し自分が（自己
の能力が）成長・発達し
ている

Ａ，上司
Ｂ，働く者

Ａ，職場での活躍の場の提供
Ｂ，自律的な能力開発・職務の棚卸

③

仕事を通して、自分が社
会や組織、他者の役に立
てている

Ａ，上司
Ｃ，経営者
Ｄ，職場の同僚

Ａ，職場での活躍の場の提供
Ｃ，高年齢者の活用方針の明示
Ｄ，高齢者の役割について（同僚へ

の）周知

④ 自分が職場、組織に必要
とされている

Ａ，上司
Ｃ，経営者

Ａ，職場での活躍の場の提供
Ｃ，高年齢者の活用方針の明示

⑤ 仕事において、評価さ
れ・認められている

Ａ，上司
Ｃ，経営者

Ａ，職場での活躍の場の提供
Ｃ，高年齢者の活用方針の明示

⑥
周囲から期待され、信頼
されている

Ａ，上司
Ｄ，職場の同僚

Ａ，職場での活躍の場の提供
Ｄ，高齢者の役割について（同僚へ

の）周知

表7 キャリア充実感の6要因と関係者（役割）との対応

（注A）キャリア充実感の6要因は、宮城まりこ（2016）「ポジティブメンタルヘルス
を支える条件としてのキャリア支援のあり方」『法政大学キャリアデザイン学
部紀要』から引用している。

（注B）関係者と役割については、鹿生 治行・大木 栄一・藤波 美帆（2016）「継
続雇用者の戦力化と人事部門による支援課題：生涯現役に向けた支援のあり
方を考える」『日本労働研究雑誌』を参照してまとめた。

4．おわりに

2013年の高年齢者雇用安定法の改正までは、高年齢者にとって継続雇用の

機会は必ずしも全員に行き渡っているとは限らなかった（高木、2014）。しか

し、法改正後は働き続けたいと思う高年齢者は増加し、むしろ働く者のモチベー

ションや労働生産性を高めるために、そのインフラ整備をどのように進めるか

に視点が移っていった（鹿生・大木・藤波、2016）。先行研究を通して高年齢

の働く者は、自らのキャリア開発を意識化していくことや、今後のキャリアを
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主体的に選択する環境にあることが分かった。そのためには、継続雇用後の働

き方を自ら工夫し続けることと同時に、高年齢者の上司にあたる者の役割が重

要であることが指摘されてきた。しかしながら、高年齢の働く者にとって評価・

処遇のありかたが上司によって変わってしまえば、企業の重要な人事施策が不

明確になってしまうだろう。なぜなら、自律的なキャリア開発とは他世代の働

く者と同じく、高年齢の働く者にとっても無関係ではないからである。キャリ

アの開発は、自らのキャリア決定や選択を伴うものであり、葛藤か不安が併存

するものともいえる（島津、2015）。

高年齢者の上司にあたる管理職は、自らの判断で働く者全体をマネジメント

するのではなく、企業からの支援を受けることも有意であることが確認された

（鹿生・大木、2018）。その上で、具体的な支援策とはどのような方法なのか、

インフラの整備に取り掛かる段階に入ったと見える。本稿では、高年齢の働く

者がいかにモチベーションを維持し労働生産性を高めるかに注目していたため、

意欲を促進する観点からメンタルヘルスの在り方に関心を向けた（表7）。近

年では、キャリアカウンセリングの手法などが個への対応と組織への介入を模

索しはじめており、メンタルヘルスにイメージされがちなマイナス局面をゼロ

の状態へ復帰させるだけではなくなって来ている（島津、2015）。

労働市場の変化が早くなっている現代では、高年齢の働く者を含めて必ずし

も思い通りのキャリアパスを描くことは出来ず、様々な支援策を講じる必要が

あると言える。働く者一人ひとりが意欲的に職務に取り組み、個人の成長を通

して企業の成長を実現できるものと考えられる。職場におけるワーク・エンゲ

イジメントにもヒントを求めながら、人生100年時代に向けインフラの整備を

進めるべきであろう（大塚、2012）。本稿に残された課題としては、高年齢者

の働く者に対して管理監督をする上司について、その特質や企業側からの支援

法を明らかにすることであると思われる。それらの解明に向け、今後も続けて

取り組んでいきたい。
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注

1 継続雇用制度を導入する場合には、労使協定で対象となる高年齢者の選定基準
を定め対象者を限定することが可能であった。しかし、2013年4月施行の法改
正によりこの仕組みが廃止され、希望者全員を制度の対象にすることとされた。
ただし、経過措置により2013年3月31日までに労使協定により、対象者を限定
する基準を定めていた事業主に限り、2025年度までは（年金の報酬比例部分が
支給開始年齢に達した者については）、引続き労使協定の基準によることがで
きる。また、心身の故障のため業務に堪えられないと認められる場合や勤務状
況が著しく不良などに該当した場合（就業規則に定める解雇事由に該当）には、
継続雇用をしなくてもよいとされている。

2 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」では65歳までの安定した雇用を確
保するため、企業に「定年の廃止」や「定年の引上げ」、「継続雇用制度の導入」
のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じるよう義務付け、毎年6月
1日現在の高年齢者の雇用状況の報告を求めている。調査実施機関は、厚生労
働省職業安定局雇用開発部高齢者雇用対策課である。この雇用状況を報告した
従業員31人以上の企業について、高年齢者雇用確保措置の実施状況などをまと
めたものが、毎年10月頃に厚生労働省HPに発表されている。主な集計事項は、
①高年齢者雇用確保措置（定年の廃止、定年の引上げ、継続雇用制度の導入）
の実施状況、措置の内訳について ②継続雇用制度の内訳について ③希望者
全員が65歳以上まで働ける企業の状況について ④過去1年間の定年到達者の
状況（継続雇用を希望しなかった者、定年後に継続雇用された者について ⑤
継続・雇用を希望したが基準に該当しないこと等により離職した者の数（割
合）についてである。

3 厚生労働省 Press Release「高年齢者の雇用状況」集計結果では、30～300人を
中小企業とし、301人以上を大企業と定義している。

4 「自己選別」とは、働く者が60歳以降の就業を希望した場合に、自分自身が求
められていない人材と察知した場合には、引退を自ら選択するプロセスである
と説明している。また「すりかえ合意」とは、働く者が60歳以降の就業を希望
した場合に、自分自身が同じ企業や職場で働くことが求められていないと分
かった場合に、関連会社への異動や他社への転職を選択するプロセスであると
も説明している。

5 大手信用調査企業のデータベースから抽出された企業で、回答企業の構成比は
30人以下が1．5％、31～50人1．2％、51～100人4．6％、101～300人60．1％、301
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～500人16．8％、501～1000人9．3％、1001～5000人5．0％、5001人以上6．0％、
無回答1．0％となっており、構成全体の約8割弱が101～500人の企業規模であっ
たことが伺われる。また、業種の構成比は、鉱業0．1％、建設業6．5％、製造業
31．0％、電気・ガス・熱供給・水道業0．7％、情報通信業5．5％、運輸業12．8％、
卸売・小売業19．0％、金融・保険業1．8％、不動産業1．2％、飲食店・宿泊業2．4％、
医療・福祉1．3％、教育・学習支援業0．6％、サービス業16．9％、その他0．2％
となっており、構成比全体の約5割が製造業と卸売・小売業で占められていた
ことが伺われる。

6 ポジティブな側面からメンタルヘルス対策に取り組むことで、仕事に誇りを持
ち、エネルギーを注ぎ、仕事から活力を得ていきいきと生活できる。いきいき
働くことで、人間の持つ強みやパフォーマンスが上がり、「組織面」「経営面」
での成長につながると言われており、これは「ワーク・エンゲイジメント」と
いう、新しいメンタルヘルス対策の概念として近年では注目し始めている。島
津 明人（2014）『ワーク・エンゲイジメント ポジティブ・メンタルヘルス
で活力ある毎日を』労働調査会に、「従業員個人でできる工夫」「組織ができる
工夫」の分類がなされており、鹿生・大木・藤波（2016）が指摘した高年齢者
雇用に関わる企業の在り方にもつながる部分がある。
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